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2016年にWantzenらが提案した河川文化アプローチとの比較による，かわまちづくり計画に関するケー

ススタディの蓄積は，地域特性を反映した河川と地域社会の関係性の再構築に向けて重要な知見となる．

本研究は河川文化アプローチの提案内容を整理し，日本の河川管理施策の変遷および川と地域の歴史的な

関係の継承を目的に掲げた肱川かわまちづくり計画を対象とした計画プロセスの分析をおこなった．その

結果，肱川かわまちづくり計画の内容は河川文化アプローチとの類似性が高く，その背景に，計画検討へ

の川で生業を営む主体の参画および川とまちに関わる主体の両者の参画の影響がある可能性を指摘した． 
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１．はじめに 
 

(1) 背景 

近年，気候変動に伴う豪雨災害の激甚化を受けて，河

川と土地利用の一体的な計画策定により，洪水リスクに

応じた土地利用規制や二線堤・輪中堤の整備などをおこ

なう流域治水の必要性が指摘されている1）． 
一方，地域の主体性・多様性をいかした持続可能な国

土・地域づくりの観点からは，自然資源利用と災害履歴

の歴史的な関係の中で育まれた各地域固有の文化の継承

や，人と自然の豊かな関係の再構築も重要となる．地域

社会による自然環境に対する深い理解は，コミュニティ

単位での災害リスク管理における最重要要素であるとの

指摘2）もあり，自然環境との歴史的・文化的なつながり

を活かした地域再生施策と，気候変動に対応した災害リ

スク管理施策の連動に向けた計画論の構築が希求される． 
UNESCOの支援のもと，2016年にWantzenらは，流域を

単位とする社会生態学的アプローチに基づく統合的な河

川管理により，河川景観における生物多様性と文化的多

様性の危機の克服を目指す“River Culture Approarch”（以

下：河川文化アプローチ）を提案している3）．生態系と

文化的活動を流域単位で包括的に捉え，人と自然の調和

を目指す新たなコンセプトは，日本の地域再生と河川管

理施策の一体的推進の参考となる． 

既に日本では，地域の歴史や文化といった資源を活か

し河川とそれに繋がるまちの活性化を目指した「かわま

ちづくり」支援制度の運用を2009年度より開始しており，

2020年度時点で229箇所の登録がされている．しかし活

動主体の参画に事例間の差異が指摘4）されるなど，計画

内容や事業効果は地区により様々である．河川文化アプ

ローチとの比較を通じた，かわまちづくり計画に関する

ケーススタディの蓄積は，災害リスクも含めた自然環境

特性および歴史・文化を反映した河川と地域社会の関係

性の再構築に向けて重要な知見となる． 

なかでも，2020年度から第一期計画が開始した愛媛県

大洲市の「肱川かわまちづくり計画」は，川と地域の歴

史的な関わりの中で育まれた文化や景観の継承を目的に

掲げた特徴的な計画策定がされており，その計画プロセ

スの分析は示唆に富むと考える． 
 

(2) 既往研究 

かわまちづくりに関する既往研究には，信濃川・乙

川・五ヶ瀬川を対象に事業体制と活動経緯から活動主体

の役割や参画のタイミングを考察した阿部ら（2019）4）

や，菊池川を対象に川づくり・まちづくり活動の変遷と

計画策定プロセスの分析から多様な主体の連携によるか

わとまちの連動させた思考の重要性を指摘した田中ら

（2020）5）などがある．また網倉・福島（2020）6）は矢



 

作川流域の豊田市を対象に，河川における住民活動と近

自然工法の導入以降の計画経緯との関係を示し，環境維

持管理を行う活動団体の地域特性に即した施策展開の必

要性を指摘している． 
一方，世界的にはWantzen et al.（2016）3）以降，河川や

流域の自然環境が持つ文化的な価値に関する研究が進め

られている．例えば，Zingraff-Hamed et al.（2018）7）は，

ドイツ・ミュンヘン市のIsar川の河川再生を対象に，人

のレクリエーションと生物の生息場整備の間のコンフリ

クトを報告し，Meng et al.（2020）8）は，中国のGuanting川
流域を対象に，文化的価値に対する地域住民の需要と実

際の供給の間にギャップの存在を指摘している．しかし，

Vollmer et al.（2015）9）がインドネシアのジャカルタのケ

ーススタディを通じて指摘しているように，文化的価値

は定量的評価が難しく計画反映に向けた知見は十分でな

い．特に，地域性や計画プロセスに着目した研究に乏し

く，計画論への展開に向けた重要な研究課題となる． 
 

(3) 本研究の目的・手法と構成 

以上より本研究は，愛媛県大洲市の肱川かわまちづく

り計画を対象に，河川文化アプローチとの比較を通じた

「かわまちづくり」の特徴を，計画プロセスに着目し明

らかにすることを目的とする． 
第2章では，河川文化アプローチの内容を生態系サー

ビスの概念から要約し，比較分析の枠組みを提示する． 
第3章では，日本の河川管理施策の変遷と「かわまち

づくり」の特徴を示し，ケーススタディの対象である肱

川かわまちづくり計画の計画内容の特徴を考察する． 
第4章では，肱川に関連する文献および計画資料（表-

1）から，肱川かわまちづくり計画に至る計画経緯を整

理する．以下，資料の内容を示す際は（ア）等と記す．

さらに協議会およびワークショップ（以下：WS）の議

事録から計画検討プロセスの分析をおこない，肱川かわ

まちづくり計画の計画プロセスの特徴を考察する． 

２．河川文化アプローチの特徴と分析の枠組み 

 

(1) 河川文化アプローチの提案内容の概要 

Wantzen et al.（2016）3）は冒頭で，人類が河川から歴史

的に様々な恩恵を受けてきたと述べ，それらは今日「生

態系サービス」として説明されていると示している．生

態系サービスとは，2001年から2005年のミレニアム生態

系評価以降，頻繁に用いられるようになった概念で10），

人類にとって有用な自然の多様な機能を「調整サービ

ス」「供給サービス」「文化的サービス」「基盤サービ

ス」の4つに分類して捉える枠組みである（図-1）．河

川では，洪水調整や排水処理（調整サービス），水資源

利用や内水面漁業（供給サービス），レクリエーション

や景観（文化的サービス）を例に挙げることができる． 
その上でWantzenらは，近年のダム・堤防による集中

的な洪水対策および過剰な水資源の開発，森林破壊，水

質汚染の進行により自然環境が急速に悪化したことで，

 

図-1 生態系サービスの4分類 11）,12） 

表-1 調査に用いた主な文献・資料 

 

分類 番号 著者・編者 発行年 名称

ア 森山茂 1947 肱川

イ 建設省 大洲工事事務所 1965 肱川改修20年の歩み

ウ 建設省 大洲工事事務所 1994 大洲工事五十年史

エ 建設省 大洲工事事務所 2000 あれから5年，いま肱川は！ 激特事業5ヵ年の歩み

オ 野仲典理 2004 肱川における河川整備計画づくり－住民意見の聴取・反映の工夫について－

カ 上田信幸，中塚光 2014 肱川（東大洲地区）における総合的冠水被害軽減対策（二線堤など）の経緯と効果

キ 中塚光 2014 肱川における宅地嵩上げ（輪中堤併用方式）について

ク 上石富一 2017 小田川の「近自然河川工法（多自然型川づくり）」の歩み

ケ 国土交通省 四国地方整備局 2018 ひじかわと洪水 平成23年9月台風15号

コ 2005 平成16年度「肱川水と緑のネットワーク整備事業」検討業務委託 報告書

サ 2008 平成20年度 畑の前地区環境整備設計業務委託

事業評価 シ 2019 肱川総合水系環境整備事業 事業再評価

ス 国土交通省 河川局 2003 肱川水系河川整備基本方針

セ 国土交通省 四国地方整備局 2004 肱川水系河川整備計画【中下流圏域】

ソ 大洲市 2017 第2次大洲市総合計画

タ 肱川かわまちづくり協議会 2020 肱川かわまちづくり計画 全体構想

チ 肱川かわまちづくり協議会 2020 肱川かわまちづくり計画（第一期）

計画書

報告書

出版物



 

河川本来の多様な生態系サービスが危機に瀕していると

指摘し，人と自然の精神的・身体的な調和を取り戻すた

めの5つの基本理念を提案している（図-2）． 
 

(2) 提案内容の要約と比較分析のフレームワーク 

比較分析に向けて提案内容を以下の3点に要約した． 
1点目は，文化的サービスの向上を重視している点で

ある．人と自然の調和を中心的信条に掲げ，河川の多様

な価値としての文化的サービスの向上を，河川管理の優

先価値に再設定すべきと主張している（理念I）． 
2点目は，基盤サービスに基づいた文化的サービスの

向上を目指している点である．生物多様性の改善や川の

流れに基づく歴史的・季節的な河川の利用を継承，再発

見することが重要と述べて（理念II），具体的に伝統的

な利用を継承する手法や（理念III），建築様式の工夫等

による洪水への適応も提案している（理念IV）． 
3点目は，流域単位での思考を目指している点である．

本文中でも現状の取組みが局所的に限定されていると指

摘し，川を超えた流域での人と自然の調和に向けて，陸

域を含めた流域単位での人の活動の水循環に対する影響

や文化的な媒介としての機能の考慮し，河川を土地管理

の中心に位置付ける必要性を述べている（理念V）． 
以上から，比較分析にあたっては，各施策・計画・事

業がいずれの生態系サービスの向上を目的としたものか

に着目し，文化的サービスの向上を重視しているか，基

盤サービスに基づいた文化的サービスの向上を目指して

いるか，の2点について整理する．さらに計画内容や対

象範囲から，流域単位での思考を目指しているかについ

て検討をおこなう． 
 

 

３．「かわまちづくり」の施策としての特徴と 

肱川かわまちづくり計画の計画内容 

 

(1) 日本の河川管理施策の変遷と「かわまちづくり」 

日本の近代国家による河川管理施策は1896年の旧河川

法制定に遡る．治水に重点を置いた法整備の後，水需要

の増加に伴って利水を目的に含める河水統制事業・河川

総合開発が開始し，多目的ダムの整備等がおこなわれた．

その後1976年からは激特事業が，1979年からは総合治水

対策特定事業が開始するなど，治水目的の施策が断続的

に展開されている．一方で，1964年の東京オリンピック

を契機としたスポーツやレクリエーション利用増進のた

め河川敷の公園化への依存が強まったことを背景に，

1965年には河川敷地占用許可準則が制定されるなど

（ア），河川空間の利活用を図る動きも同時にみられる． 
1987年になるとふるさとの川モデル事業（ふるモデ）

やマイタウンマイリバー整備事業，桜づつみモデル事業

など，川とまちの関係の構築を目指す施策として現れ，

さらに1990年の多自然型川づくりの通達，そして1997年
の河川法改正を経た2004年には水と緑のネットワーク整

備事業が開始した．これらのモデル事業を統合する形で，

2009年よりかわまちづくり支援制度が開始している． 
 

(2) 河川文化アプローチとの比較による「かわまちづ

くり」の施策としての特徴 

日本の河川管理施作の変遷と河川文化アプローチと比

較から，「かわまちづくり」の瀬作としての特徴を分析

するため，各施策がいずれの生態系サービスの向上を目

的としているかに着目し，1896年の以降の河川管理施策

の変遷を整理した（図-3）． 
1970年代から河川環境の改善・利用に関する施策の展

開がされていることからわかるように．日本における河

川の文化的サービスの向上に対する問題意識は決して新

しいものではない．1965年の河川敷地占用許可準則制定

以降，河川の文化的サービスの向上を目的とした施策が

継続して展開されている．ただし，河川敷のスポーツや

レクリエーション利用の増進が図られた結果であり，整

備内容は河川区域内のグラウンドや公園に留まり，河川

文化アプローチの提案する基盤サービスの改善への目標

設定や流域単位での思考はみられない． 
しかし1987年のふるモデ等からは，川とまちの関係の

構築を目指す流域思考の施策へと変化している．  

図-2  河川文化アプローチの提案内容 



 

さらに多自然型川づくりの通達や河川法改正から生物

の生息場にも配慮した川づくりが要求された後には，水

と緑のネットワーク整備事業のように，文化的サービス

の向上の前提として基盤サービスの改善も図る施策へと

展開されている．文化的サービスの向上を目的とした日

本の河川管理施策は，河川区域内のグラウンド・公園に

始まり，その後まちを含めた流域思考の施策，そして多

自然川づくりによる基盤サービスの向上を前提とした内

容へと展開されて，「かわまちづくり」に至っている．

特にかわまちづくり支援制度は，歴史的な文化への配慮

も謳われており，河川文化アプローチに類似する問題意

識・基本理念に基づいた施策といえる． 
 

(3) 「肱川かわまちづくり計画」の計画内容の特徴 

a) 肱川の概要 

肱川は，愛媛県西予市宇和町久保の鳥坂峠を源とし，

複雑に向きを変えながら流れ，矢落川等の支川を合流し

大洲盆地を通って伊予灘に注ぐ，延長103 km，流域面積

1210 km2の愛媛県最大の一級河川である（図-4）． 
水源の標高が約460 mと低く，全体的に緩い河床勾配

と谷底の盆地にのみ平野を持つ地形的な条件から，流域

住民は長らく洪水被害に悩まされてきた．一方で，氾濫

期ごとに洪水が「タル土」と呼ばれる栄養価の高い土砂

を堆積させるため，流域の生産性が高く（ア），里芋の

産地として有名である．さらに肱川の良質な珪藻で育つ

 

図-4 肱川流域の概要（文献ケ，p.1を基に筆者作成） 

 

図-3 日本の河川管理施策の変遷 



 

「アユ」や「カジカ」は特産品として広く知られ，1957
年からは鵜飼い漁もおこなわれている． 
豊かな流量とゆるやかな流れから，道路・鉄道が開通

する1921年までは舟運が盛んにおこなわれ，肱川沿いに

は40もの河港があったとされる．1887年から1934年頃に

は筏流しも盛んにおこなわれており（ア），流域の生活

文化と密接に関連してきた河川である． 
b) 肱川かわまちづくり計画の計画内容 

2020年1月に「育ち続けるかわまちづくり 水郷文化

とともに」を理念に掲げた「肱川かわまちづくり全体構

想」および「肱川かわまちづくり計画（第一期）」が策

定された． 
全体構想では，洪水による水位変動の大きさや水質の

悪い支流の存在を課題に挙げ，「清流肱川」，「暴れ川

肱川」と共に生きるかわまちづくりを方針の1つとして

掲げている．また，風物である「肱川あらし」や，伝統

的な洪水対策である「ナゲ（水制）」や「竹林（河畔

林）」をキーワードに挙げている． 
全体構想のスケジュールを3期に分けて，第1期は，環

境整備主要拠点である大州市街地のうち大洲城周辺の

「文化歴史ふれあいゾーン」と，第2期での整備が計画

されている地域拠点：長浜地区，肱川地区を上下流につ

なぐ「肱川環境整備軸」を対象に計画が策定された．文

化歴史ふれあいゾーンでは水辺拠点（かわみなと），水

辺の広場，水辺とまちの観光名所をつなぐフットパスが，

肱川環境整備軸では，肱川を周遊するサイクリングロー

ド，カヌー等の水上移動経路の整備が計画されている．

かわみなとや水上移動経路の整備については，歴史的な

肱川の舟運をカヌー利用に変換し継承しようという試み

であり，鵜飼い漁での利用も予定されている．広場整備

についても，名産品の里芋を用いた「いもたき」の利用

が図られている．なお如法寺地区については，2018年7
月に発生した水害を受けた激特事業の堤防嵩上げとの連

携が明記されており，同地区では景観協議会も開催され

るなど，洪水対策とも連動した計画が目指されている． 
このように肱川かわまちづくり計画では，伝統的な河

川利用である舟運，さらに季節的な河川の文化的利用で

ある鵜飼いやいもたきが，具体の空間整備に明確に位置

付けられており，河川文化アプローチの目指す文化的サ

ービスの向上が具体化されている．また，水上移動経路

やフットパスの整備に顕著なよう，河川区域内の点的な

整備でなく，川とまち，そして上下流にまたがる範囲を

対象とした計画がされている点で，河川文化アプローチ

の目指す流域単位での思考が部分的に具体化している． 
 

(4) 小結 

本章では，Wantzenらによる河川文化アプローチの提

案内容を整理し，各施策が目的とした生態系サービスに

着目して日本の河川管理施策の変遷の特徴を分析するこ

とで，「かわまちづくり」が河川文化アプローチと類似

する問題意識・基本理念に基づいた施策であることを示

した．そして，肱川かわまちづくり計画の計画内容は，

河川文化アプローチの目指す，基盤サービスに基づいた

文化的サービスの向上と，流域単位での思考が部分的な

がらも具体化されている事例であることを明らかにした． 
「かわまちづくり」が河川文化アプローチと類似する

問題意識・基本理念に基づいた施策である一方で，実際

のかわまちづくり計画には，賑わい創出を目的とするイ

ベントの実施や広場整備など自然環境，河川との関係に

乏しい利用に限定的となっている事例や，河川区域内の

整備や計画に留まっている事例も散見されるなど，河川

文化アプローチの基本理念との間には大きな差異がみら

れる場合も多い．そういった中で，河川文化アプローチ

との類似性が非常に高い肱川かわまちづくり計画を対象

とした計画プロセスの分析は重要な知見になる． 
次章では，肱川かわまちづくり計画に至る河川管理の

経緯と協議会・ワークショップを通じた検討プロセスの

分析から，本章で示した肱川かわまちづくり計画の計画

内容の特徴の背景・要因を考察する． 
 
 

４．肱川かわまちづくり計画の計画プロセス 

 

(1) 肱川流域における河川管理の歴史的概要 

肱川流域の河川管理の歴史は，元弘元年（1331年）に

遡り，大洲城の築城を境に武家屋敷や商家が今の平地に

集まったことから開始したとされる．その後，江戸時代

には築城のために現在地に河道が開削され，大洲藩政下

には，なげ（水制）や水害防備林による特徴的な河川管

理がおこなわれた（ア）．しかし国の直轄事業による河

川改修の開始は比較的遅く，堤防の建設といった近代的

な河川管理は1943年の水害を契機として1944年6月より

開始された（ス）． 
戦後1947年には，肱川総合開発事業による洪水対策と

エネルギー利用を目的とした鹿野川ダムの整備が計画さ

れ，1961年には連続堤方式の採用と計画高水の改訂がさ

れた．その後，1973年には洪水調節に加えて下流域およ

び南予地域への水の供給を目的とした野村ダムが計画さ

れ，同年に計画高水が1/100確率へと変更されて以来，

現在まで踏襲されている（ウ）． 
昭和40年代には，全国的な傾向に漏れず，肱川でも河

川環境整備事業による高水敷利用の増進が図られた

（ウ）．1987年からは支流の小田川でふるさとの川モデ

ル事業も実施されている（ク）．  



 

平成に入って以降は，大洲盆地から伊予灘にかけての

中下流地域の洪水対策事業が進められた．大洲盆地より

下流は，河床勾配が非常に緩く，かつ狭い谷であり，堤

防建設が難しい地域である．下流の洪水対策を完了しな

いことには，大洲市東大洲地区の堤防を締め切ることが

できない（カ）．1993年には地方拠点都市地域に指定さ

れた東大洲地区の洪水対策を強化するため，土地利用と

一体的な水防災事業，激特事業などによる河川整備が急

速に展開されていった（エ，キ）．その後2002年には

「肱川における総合的な冠水軽減対策」として二線堤の

整備がされた（カ）ものの，現在も嵩上げに向けた洪水

対策が継続されている．  
1997年に河川法が改正されると，2003年には河川整備

基本方針が，2004年には河川整備計画が策定された．安

全安心の確保に加えて，自然な流れの回復による清流の

復活，および河畔林やいもたき，鵜飼いなどの地域の風

土との調和を河川整備の理念に設定している．（セ）

「清流の復活」が記載された背景には，1994年に松山市

等の中予地域への分水を含む山鳥坂ダム基本計画が公示

されて以降の，肱川の流量低下および水質悪化に関する

議論がある．2001年には流域自治体により清流保全条例

も制定された（オ）． 
河川整備計画の策定以降は，川とまちの関係の構築を

目的とした事業が継続しておこなわれている．2005年に

は「大洲城内濠跡水路の復活など水郷大洲にふさわしい

河川環境と水辺空間の場としての整備・うるおいと魅力

のある町並みづくり」を基本理念とした肱川水と緑のネ

ットワーク整備計画が策定され，川沿い・まちなかの散

策路，導水によるまちなかの水路・城山公園菖蒲園のほ

たる水路の水環境改善，船着場の整備がされた（コ）．

2009年には畑の前地区がかわまちづくりに登録され，

「人が集い，自然と歴史にふれあえるにぎわいの水辺空

間，カヌーの発着点としての機能を担う岸部」を目指し，

河川敷の空間整備がされた．2013年に「肱川における総

合的な冠水軽減対策」の一環として整備された貯留機能

を備える都市公園「ふれ愛パーク」との接続に向けた歩

道も整備されている（サ）． 
その後，2017年の「きらめくおおず〜みんな輝く肱川

流域のまち〜」を将来像とする第二次大洲市総合計画の

策定，2018年の豪雨災害を受けた激特事業の採択，2019
年の堤防沿いのデッキテラス整備や川へのアクセス改善

を含めた大洲市肱南公民館周辺整備基本構想の策定を経

て，2020年の肱川かわまちづくり計画策定に至る（シ）． 
 

(2) 肱川かわまちづくり計画に至る河川管理の経緯 

肱川かわまちづくり計画に至る河川管理の経緯を分析

するため，各河川管理事業が4つに分類される生態系サ

ービスのいずれの向上を目的としているかに着目し，直

轄改修以降に肱川流域で展開されてきた河川管理の変遷

を整理した（図-5）．肱川かわまちづくり計画に至る経

緯の特徴を分析するため，第二次大洲市総合計画などの

地域再生施策も併せて整理した． 
1975年から環境整備事業による文化的サービスの供給

を目的とした整備がされている．ただし，前章で述べた

通り，肱川流域においてもこれらの整備は河川空間内の

公園整備にとどまっており，河川文化アプローチの思想

とは大きく異なる内容である． 
しかしその後，山鳥坂ダムの計画を契機に河川環境に

対する地域住民の問題意識が高まり，「清流の復活」と

いった基盤サービスの向上を図る取組みがみられるよう

になる． 
2005年の肱川水と緑のネットワーク整備計画は，川と

まちを一体的に捉えた空間整備と水環境の改善による文

化的サービスの向上が図られている点で，それまでにお

こなわれてきた河川環境整備と異なっており，河川文化

アプローチの目指す基盤サービスに基づいた文化的サー

ビスの向上を具体化している内容と解釈できる． 
肱川かわまちづくり計画は，2018年の水害を受けた激

特事業により歴史的な川とまちの関係が疎遠になること

への危機感や，大洲市の肱川を中心とした地域再生施策

の流れを受けて，肱川水と緑のネットワーク整備計画お

よび2009年から実施された畑の前地区かわまちづくりの

整備を踏襲・活用しながら，より広範囲となる大洲市全

体を対象に計画策定がされている．  
 

(3) 肱川かわまちづくり計画の検討プロセス 

「肱川かわまちづくり計画」の策定・実行にあたって

は，2020年8月31日時点で、2018年度より2度の協議会準

備会，6度の協議会，5度のWS（第4回WSは勉強会とし

て第5回協議会後に実施）が実施されている（表-2）．

検討の体制は，行政・地域住民・学識経験者で構成され，

各種団体を代表する地域住民が委員として協議会に参加

表-2 かわまちづくり協議会・WSの概要 

 

日程 協議会名 主な議題

2018/1/30 第1回 協議会準備会 かわまちづくりに向けた課題

2018/3/26 第2回 協議会準備会 整備方針および全体計画の検討

2018/12/4 第1回 協議会 かわまちづくりへの意見収集

2019/2/1 第1回 ワークショップ 肱川の歴史，肱川を楽しむアイデア

2019/3/26 第2回 協議会 全体構想（案），計画（案）の検討

2019/5/13 第3回 協議会 全体構想の決定，激特について

2019/6/25 第2回 ワークショップ 社会実験の実施内容に関する意見

2019/11/8 第3回 ワークショップ 社会実験についての内容報告

2019/12/24 第4回 協議会 計画(第1期)(案)の検討

2020/1/24 第5回 協議会 計画(第1期)の決定

2020/7/20 第6回 協議会 登録報告，今後のスケジュール

2020/8/3 第5回 ワークショップ 「より身近な，楽しい水辺」

社会実験の実施　（2019/11/16-17）

肱川かわまちづくり計画 登録　（2020/3）



 

するだけでなく，大洲市のまちづくりに関わる地域住民

や，「肱川流域の環境と治水を考える住民ネットワー

ク」など肱川に関わる活動をおこなう地域住民らが，

「かわまちづくり賛同者」としてWSに参画している

（図-6）． 
協議会設置に先立って2018年に実施された，協議会準

備会では，肱川流域の現状からかわまちづくりに向けた

課題について議論がなされ（第1回），かわまちづくり

整備方針および全体計画の検討がされている（第2回）．

議論の過程では，うかい登録店組合所属の委員から，洪

水の発生時には鵜飼いができなくなること，船を監視す

る必要があることが指摘されるなど，川の変動に対応す

るための具体的な意見が提示されている．関連して他の

委員から，仮に施設を作っても洪水で流されるといった

問題提起がなされており，川の変動を前提とした空間整

備・利用の検討がされている． 
加えて，土砂の堆積によって「いもたき」の会場とな

る河原が縮小しているとの指摘や，漁業組合所属の委員

による，ダム放流の漁への悪影響に対する指摘もされて

いる．いもたきや鵜飼い漁といった河川利用の検討の前

提として，実際に利用を実現するための自然環境の特性

や課題を考えることの必要性が，計画検討の初期段階で

 

図-5 「肱川かわまちづくり計画」に至る河川管理の経緯 

 

図-6 肱川かわまちづくり計画の検討プロセスの体制 



 

共有されていたと考えられる． 
鵜飼いおよび漁業関係者といった川で生業を営む主体

の計画検討への中心的な参画が，肱川の自然環境の特性

や課題についての基礎的な理解を深め，鵜飼いやいもた

き，カヌー等の利用の実現に向けたかわまちづくり計画

の全体構想および具体の空間整備の検討に寄与した可能

性がある． 
一方，具体的な整備内容の検討段階である2019年以降

に実施された議論に着目すると，かわみなとの整備位置

や川とまちの間，さらには流域全体を繋ぐ導線に対して，

多くの意見がみられる．激特事業に関する意見交換（第

3回協議会）では，堤防嵩上げによる圧迫感の懸念と並

行して河原と水道・トイレの経路が不便になることが指

摘されるなど，川とまちを一体的に捉えた発言が多い． 
WSには，大洲市でまちづくりに関わる主体と，肱川

の利用に関わる主体の両者が参画している．川とまちの

双方の立場から意見交換がなされることで，流域単位で

の両者のつながりを捉えた議論の展開に寄与した可能性

がある．その前提には，肱川水と緑のネットワーク整備

計画等の整備や，激特事業による堤防嵩上げの決定を経

て，かわまちづくりに至る過程で，川とまちを一体的に

考えることの価値や重要性を地域住民・行政が認識・再

発見してきた経緯が影響している可能性がある． 
 

(4) 小結 

本章では，肱川かわまちづくり計画の策定に至るプロ

セスについて，肱川流域における河川管理の経緯および

計画検討を対象に分析をおこなった． 

その結果，肱川流域における河川管理の経緯の特徴と

して，文化的サービスの向上を目的とした事業は，当初

河川空間内の公園整備等に限定的だったものの，ダム計

画をきっかけとした基盤サービスの向上を図る取組みを

経て，基盤サービスに基づいた文化的サービスの向上を

図る取組みへと展開されたこと，さらに肱川かわまちづ

くり計画では，それらの過去の整備を踏襲・活用しなが

ら，より広範囲となる大洲市全体を対象に計画策定がさ

れてきたことを示した． 
また，肱川かわまちづくり計画の検討プロセスの特徴

として，川で生業を営む主体の計画検討への中心的な参

画が，鵜飼いやいもたき，カヌー等の利用の実現に向け

たかわまちづくり計画の全体構想および具体の空間整備

の検討に寄与した可能性，およびWSへのまちづくりに

関わる主体と肱川の利用に関わる主体の両者の参画が，

流域単位での川とまちのつながりを捉えた議論の展開に

寄与した可能性を指摘した． 
以上から，肱川かわまちづくり計画において河川文化

アプローチとの類似性の高い計画策定がされた背景に，

計画検討への川で生業を営む主体の参画および川とまち

に関わる主体の両者の参画の影響がある可能性を指摘で

きる． 
  
 

５．おわりに 

 

(1) 本研究の成果 

本研究は，河川文化アプローチとの比較通じた「かわ

まちづくり」の施策としての特徴と，特に河川文化アプ

ローチを具体化した計画が策定された事例の計画プロセ

スの特徴を明らかにすることを目的とし，愛媛県大洲市

の肱川かわまちづくり計画を対象に分析を行った．本研

究の成果は以下の通り． 
・ 河川文化アプローチの提案内容を生態系サービスの

概念を用いて 3点に要約整理し，比較分析の枠組み

を提示した（第2章）． 
・ 比較分析の枠組みに基づいて日本の河川管理施策の

変遷の分析をおこない，かわまちづくり支援制度が，

河川文化アプローチに類似する問題意識・基本理念

に基づいた施策であることを示した（第3章）． 
・ 肱川かわまちづくり計画の計画内容のレビューから，

伝統的，季節的な河川利用の継承が目指されている

点，川とまち，および上下流にまたがる範囲を対象

とした計画対象とした計画策定がされている点で，

河川文化アプローチとの類似性が高い計画策定がさ

れていることを示した（第3章）． 
・ 肱川かわまちづくりの計画プロセスの分析から，河

川文化アプローチとの類似性が高い計画策定がされ

た背景に，計画検討への川で生業を営む主体の参画，

および川とまちに関わる主体の両者の参画の影響が

ある可能性を指摘した（第4章）． 
 
(2) 今後の課題 

今後は，本研究の提示した仮説の検証に向け，計画プ

ロセスの詳細な分析が必要となる． 

さらに，計画プロセス以外の着眼点としては，肱川流

域の歴史性や行事など，地域社会の特性の与えた影響が

考えられる．地域の生活・生業の歴史や，日常的・非日

常的な河川の利用および地域コミュニティの活動につい

て調査をおこなうことで，地域特性を反映した河川と地

域社会の関係性の再構築に向けた知見を蓄積していくこ

とが重要となる． 
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